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87. 高温環境下での逃がし安全弁の開保持機能維持について 
 
 

原子炉水位が有効燃料棒頂部を下回り，炉心損傷に至るような状況では，原子炉圧力容器(以下，

「RPV」という。)内の気相温度は飽和蒸気温度を大きく超える。高圧溶融物放出/格納容器雰囲気

直接加熱(以下，「DCH」という。)を防止するためには，その様な環境下でも逃がし安全弁(以下，

「SRV」という。)を開保持し，RPV 内の圧力を 2 MPa 以下の低圧に維持する必要がある。 
図 1 に示す通り，SRV は本体部と補助作動装置から構成されている。「4. 本体部の温度上昇に

よる影響」に示す通り，本体部では温度上昇は問題にならないが，補助作動装置の温度が上昇す

ると，電磁弁又はピストンのシール部が熱によって損傷し，SRV の機能維持に影響を及ぼす恐れ

がある。 
SRV については以下の環境条件における機能維持を確認している。 

 
・171 °C において 3 時間継続の後 160 °C において 3 時間継続 

 
ここでは，炉心損傷後，DCH 防止のために原子炉の減圧を継続している環境下で想定される

SRV の温度を評価し，上記の条件と比較することで，SRV の健全性を評価する。 
 
1. 評価方法 

MAAP 解析によって得られた DCH 対応シナリオでの RPV 内気相温度とドライウェル内気相

温度を環境温度条件として，三次元熱流動解析コード(STAR-CCM+)により，SRV の温度を評価

した。 
三次元熱流動解析では，RPV の温度条件が厳しくなる評価点を設定し定常解析を実施した。ま

た，RPV 破損直前には RPV 内の気相温度が急激に上昇することから，これに追従する SRV の温

度上昇をより現実的に評価するため，RPV 内の気相温度が急激に上昇する時間幅に対する非定常

解析を実施した。 
 
2. 評価条件 
(1) 温度条件 

図 2, 3 に RPV 内気相平均温度とドライウェル内気相平均温度の MAAP 解析結果を示す。

MAAP の解析結果を踏まえ，表 1 及び以下に示す通り，2 通りの評価条件を設定した。 
① 事象発生から 6 時間後までの範囲を代表する温度条件として，同範囲内での RPV 内気相平

均温度とドライウェル内気相平均温度のそれぞれについて最も厳しい温度を適用した温度

条件。定常解析によって評価する。 
② RPV 破損直前の RPV 内の気相温度の急激な上昇を考慮した温度条件として，RPV 内の気

相温度が急激に上昇する時間幅での RPV 内の気相温度の変化とドライウェル内気相平均温

度の最も厳しい温度を適用した温度条件。非定常解析によって評価する。 
(2) 評価モデル 
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自動減圧(ADS)機能付きの SRV の中で，電磁弁やピストンのシール部の温度条件が厳しい弁を

評価する観点から，電磁弁の設置角度が排気管に最も近い弁を評価対象弁とした。また，図 4, 5
のように開状態と閉状態を交互に並べた形でモデル化している。実機では離れた位置の SRV2 弁

を操作するが，解析では評価体系の側面を周期境界としており，保守的に 1 台おきに開動作する

モデルとしている。 
 
3. 評価結果 

評価結果を表 2 及び図 6, 7 に示す。事象発生から 6 時間後までの範囲を代表する温度条件とし

て設定した①の温度条件では，補助作動装置の電磁弁及びピストンのシール部の温度は 160 °C を

約 10 °C 下回った。また，RPV 破損直前の RPV 内の気相温度の急激な上昇を考慮した②の温度

条件では，補助作動装置の電磁弁及びピストンのシール部の温度は 160 °C を約 10 °C 下回った。 
SRV に対する機能確認試験では，初期の熱負荷として，171 °C を与えており，この試験実績を

踏まえると，DCH 防止のために原子炉減圧を継続している状況下でも SRV の機能を維持可能※

である。①は最も厳しい温度を設定して実施した定常解析であり，実際に SRV が経験する温度は

更に低い値になるものと考えられる。 
以上の通り，炉心損傷後，DCH 防止のために原子炉の減圧を継続している状況を想定した環境

下でも，SRV の機能を維持できると考える。 
 

※ SRV は，「171 °C において 3 時間継続の後 160 °C において 3 時間継続」という環境条

件での機能維持が試験によって確認されている。この初期の熱負荷(171 °C において 3 時

間継続)をアレニウス則に基づき 160 °C の熱負荷に換算すると，160 °C 約 4.6 時間とな

り，これを後段の試験時間と合計すると約 7.6 時間は機能維持が可能となる。(補足説明

資料 1 参照) 
 
4. 本体部の温度上昇による影響 

閉状態の SRV が強制開するためには，補助作動装置の駆動力が SRV 本体の抵抗力を上回る必

要がある。SRV 本体の抵抗力に対する温度上昇の影響は表 3 のとおり，いずれも温度上昇によっ

て抵抗力が低下するよう設計上配慮されており，温度上昇が強制開の妨げとなることはない。 
 

以 上 
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表 1 三次元熱流動解析での温度条件 

 
温度条件①【定常解析】 

(事象発生から 6 時間後までの 
範囲を代表する温度条件) 

温度条件②【非定常解析】 
(RPV 破損直前の RPV 内の気相温度の

急激な上昇を考慮した温度条件) 

RPV 内 
気相平均温度 約 589 °C 約 510 °C→約 626 °C 

ドライウェル内 
気相平均温度 約 111 °C 約 116 °C 

 
 

表 2 三次元熱流動解析での評価結果 

 
温度条件①【定常解析】 

(事象発生から 6 時間後までの 
範囲を代表する温度条件) 

温度条件②【非定常解析】 
(RPV 破損直前の RPV 内の気相温度の

急激な上昇を考慮した温度条件) 
下部コイル 
ハウジング 
最高温度※ 

約 150 °C 約 150 °C 

ピストン部 
最高温度 約 149 °C 約 147 °C 

※ADS 機能付電磁弁設置位置 
 
 

表 3 SRV 本体の抵抗力に対する温度上昇の影響 
項目 温度上昇の影響 

SRV スプリング閉止力 温度上昇に伴い，低下する方向にある。また，補助作動装置の

駆動力はスプリング閉止力に対して十分な力量を有している。 

弁棒・アジャスタリング

摺動抵抗 
主蒸気流路から離れた位置にあり，温度上昇幅は小さく，SRV
強制開機能には影響を及ぼさない。 

弁棒・ネッキブッシュ摺

動抵抗 

弁棒は SUS431，ネックブッシュはニッケルブロンズと，入熱

時に隙間が拡大する材料の組み合わせとなっており，ネッキブ

ッシュによる弁棒拘束は発生しない。 

バランスピストン・ブッ

シュ摺動抵抗 

バランスピストンはSUS403，ブッシュはニッケルブロンズと，

入熱時に隙間が拡大する材料の組み合わせとなっており，ブッ

シュによる弁棒拘束は発生しない。 

弁体(ガイド部)・ガイド

摺動抵抗 
主蒸気温度上昇に伴い拡大するため，温度上昇に伴うガイドに

よる弁体拘束は発生しない。 
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図 1a SRV 構造図(断面図) 

弁体ガイド 
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図 1c SRV 構造図(平面図詳細) 

図 1b SRV 構造図(側面図詳細) 
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図 2 原子炉圧力容器内気相平均温度の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 ドライウェル内気相平均温度の推移 
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SRV 開閉による 
圧力制御 

温度条件② 
(急激な温度上昇開始～RPV 破損直前 
：約 510 °C～約 626 °C, 約 35 分間, 
下部プレナムの冷却材の蒸発に伴う 
溶融炉心からの輻射による温度上昇) 

事故後の時間(h) 

温
度

(°C
) 

事故後の時間(h) 

温度条件① 
(0h～6.0h 最大値：約 111 °C) 

温度条件② 
(6.0h～RPV 破損直前：約 116 °C) 

RPV 破損 

RPV 破損 
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図 4 モデル化範囲と境界条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 モデル図と断面メッシュ図 
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図 7 解析結果(温度条件②) 
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 補足 87-補足 1-1 

 
逃がし安全弁(SRV)の耐環境性能の確認実績 

 
 

SRV については，電力共同研究において設計基準事故時を想定した環境試験を実施し，その信

頼性を確認している。 
試験条件を図 1 に示す。図 1 の環境試験中，SRV が正常に動作することを確認したことから，

少なくとも図 1 に包絡される環境下では SRV の機能は正常に維持されると考える。 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 設計基準事故環境下における加速劣化試験の試験条件 

【補足説明資料 1】 
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補足 87-参考 1-1 

 
代替格納容器スプレイを実施した場合の逃がし安全弁の温度について 

 
有効性評価では原子炉の減圧を継続している状況での代替格納容器スプレイを実施していない

が，これを実施することで，逃がし安全弁の温度の大幅な低下に期待できる。このため現在，初

期水張り等の格納容器への注水は可能なものの，原子炉に注水できない状況下では，格納容器内

の温度・圧力を緩和する観点から，予め格納容器(ドライウェル)スプレイを実施するという手順を

検討している。ここでは参考として，代替格納容器スプレイを実施した場合の逃がし安全弁の温

度を示す。 
 
1. 評価方法 

代替格納容器スプレイを実施していない場合と同じ。 
 
2. 評価条件 
(1) 温度条件 

図 1, 2 に原子炉圧力容器内気相平均温度とドライウェル内気相平均温度の MAAP 解析結果を

示す。MAAP の解析結果を踏まえ，表 1 及び以下に示す通り，2 点の評価条件を設定した。 
① 事象発生から 6 時間後までの範囲を代表する温度条件として，代替格納容器スプレイ及び下

部ドライウェル初期水張り開始前を考慮した温度条件 
② 6時間後から溶融炉心落下直前までを代表する温度条件として原子炉圧力容器破損直前を考

慮した温度条件 
(2) 評価モデル 

代替格納容器スプレイを実施していない場合と同じ。 
 
3. 評価結果 

評価結果を表 2 及び図 3, 4 に示す。いずれの温度条件でも，補助作動装置の電磁弁及びピスト

ンのシール部の温度は 160 °C を大幅に下回った。 
以上の通り，炉心損傷後，DCH 防止のために原子炉の減圧を継続している状況を想定した環境

下で代替格納容器スプレイを実施する場合，SRV の温度が大幅に低減されること確認した。 
 

以 上 

【参考資料 1】 
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表 1 三次元熱流動解析での温度条件 

 
温度条件① 

(事象発生から 6 時間後までの 
範囲を代表する温度条件) 

温度条件② 
(6 時間後から溶融炉心落下 

直前までを代表する温度条件) 
原子炉圧力容器内 
気相平均温度 約 624 °C 約 624 °C 

ドライウェル内 
気相平均温度 約 98 °C 約 75 °C 

 
表 2 三次元熱流動解析での評価結果 

 
温度条件① 

(事象発生から 6 時間後までの 
範囲を代表する温度条件) 

温度条件② 
(6 時間後から溶融炉心落下 

直前までを代表する温度条件) 
下部コイルハウジング 

最高温度※ 約 142 °C 約 118 °C 

ピストン部最高温度 約 142 °C 約 120 °C 

※ADS 機能付電磁弁設置位置 
 
 
 

事故後の時間(h) 

事故後の時間(h) 

図 1 原子炉圧力容器内気相平均温度の推移 

温
度

(°C
) 

温
度

(°C
) 

温度条件①, ② 
(RPV 破損直前：約 624 °C) 

SRV 開閉による 
圧力制御 

ドライウェルスプレイ

開始に伴う温度低下 

温度条件① 
(下鏡温度 300 °C 到達に伴うペデスタル注水,  

ドライウェルスプレイ開始前：98 °C) 

温度条件② 
(6 時間後から RPV 破損まで

の間の最高温度：約 75 °C) 

図 2 ドライウェル内気相平均温度の推移 

RPV 
破損 

RPV 
破損 
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補足 87-参考 2-1 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46-10 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための代替設備 

【参考資料 2】 平成 27 年 9 月 14 日 新規制基準適合性審査に関する 

事業者ヒアリング(柏崎刈羽 6, 7 号機(187)) 

「柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉重大事故等 

対処設備について(補足説明資料)」抜粋 
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補足 87-参考 2-2 
 

 

以下に，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設計基準事故対象施設，並

びにその機能を代替可能な重大事故等対処施設，自主対策設備の概要を示すとともに，

それら設備の多様性，独立性，及び位置的分散を示す。 

 

ただし，重大事故等対処施設の選定にあたっては，以下を原則とする。 

・配管等の静的機器の故障（破断，漏えい等）は想定しない。 

・ポンプ等の動的機器は，新たに駆動源を確保できればその機能を復旧できるも

のとする。なお，動的機器のうち手動操作も可能な弁については，現場での操

作も可能とする。 

 

設備概要 

 

（１）逃がし安全弁駆動用アキュムレータ【設計基準事故対処設備】 

アキュムレータは，自動減圧機能用アキュムレータ及び逃がし弁機能用アキュムレ

ータがあり，逃がし安全弁駆動用アクチュエータに高圧窒素ガスを供給する。 

 

（２）高圧窒素ガス供給系（非常用）【重大事故等対処設備】 

高圧窒素ガス供給系は，常用系，非常用系及び代替逃がし安全弁駆動装置で構成す

る。高圧窒素ガス供給系（非常用）の系統圧力は，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

の作動環境条件を考慮して格納容器圧力が設計圧力の2倍の状態（2Pd）においても全

開可能な圧力に設定する。 

高圧窒素ガス供給系（非常用）は，独立した2系列で位置的分散を図る系統構成で

あり，重大事故時等には，必要に応じて，高圧窒素ガスボンベ（予備含む）の窒素ガ

スを逃がし安全弁（自動減圧機能付き）に供給する。 

 

（３）高圧窒素ガス供給系（常用）【自主対策設備】 

高圧窒素ガス供給系は，常用系，非常用系及び代替逃がし安全弁駆動装置で構成す

る。 

高圧窒素ガス供給系（常用）は，窒素ガスを不活性ガス系より供給し，逃がし安全

弁の逃がし弁機能用及び自動減圧機能用アキュムレータ等からの漏えい補給及びそ

の他の窒素ガス供給を必要としている箇所へ窒素ガスを供給する。 

重大事故時等に使用可能である場合は，不活性ガス系からの窒素ガスを逃がし安全

弁に供給する。 

 

（４）代替逃がし安全弁駆動装置【自主対策設備】 

代替逃がし安全弁駆動装置は，高圧窒素ガス供給系（常用），高圧窒素ガス供給系

（非常用）との独立性，位置的分散を考慮した系統構成で，代替逃がし安全弁駆動装
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置用高圧窒素ガスボンベからの窒素ガスを，手動操作により逃がし安全弁（自動減圧

機能なし１０台の内４台）に供給する。 

代替逃がし安全弁駆動装置による逃がし安全弁の駆動は，電磁弁操作を必要とせず，

排気ポートから直接逃がし安全弁駆動用アクチュエータに高圧窒素ガスを供給する

ことで，逃がし安全弁を開操作することができる。 

第１表 設備整理表 

 
設計基準事故 

対処設備 

重大事故等 

対処設備 
自主対策設備 

逃がし安全弁駆動

用アキュムレータ 
○   

高圧窒素ガス 

供給系（非常用） 
 ○  

高圧窒素ガス 

供給系（常用） 
  ○ 

高圧窒素ガス 

供給系 

（代替逃がし安全

弁駆動装置） 

  ○ 

 

逃がし安全弁の機能 

 

逃がし安全弁は主蒸気配管に設置された設計基準事故対処設備であり，以下３つの

機能を有する。 

 

a.逃がし弁機能 

 本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を

抑えるため，原子炉圧力高の信号によりアクチュエータのピストンを駆動して強制的

に開放する。１８個の逃がし安全弁は，すべてこの機能を有している。 

 

b.安全弁機能 

 本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を

抑えるため，逃がし弁機能のバックアップとして，圧力の上昇に伴いスプリングに打

ち勝って自動開放されることにより，原子炉冷却材圧力バウンダリの最も過酷な圧力

変化の場合にも原子炉圧力が最高使用圧力の1.1倍を超えないように設計されている。

１８個の逃がし安全弁は，すべてこの機能を有している。 

 

c.自動減圧機能 

 自動減圧機能は，非常用炉心冷却系の一部であり，原子炉水位低とドライウェル圧

力高の同時信号により，ピストンを駆動して逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を強

制的に開放し，LOCA 時等に原子炉圧力を速やかに低下させて，低圧注水系の早期の注

水を促す。１８個の逃がし安全弁のうち，８個がこの機能を有している。 
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第２表 多様性，独立性及び位置的分散 
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第１図 逃がし安全弁構造図 
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逃がし安全弁動作時の機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （安全弁機能） 

逃がし弁機能のバックアップとして，圧力の上昇に伴いスプリングに打ち

勝って自動開放される。 

ＡＤＳ作動信号 逃がし弁作動信号（原子炉圧力高） 

ＡＤＳ機能用電磁弁

励磁 

（直列－２重化） 

逃がし弁機能用 

電磁弁励磁 

アキュムレータの窒素圧力がシリンダ内のピストンに供給される 

ピストンとピストンロッドが上昇し，レバーが動作する 

安全弁本体のスプリング力に打ち勝ち，弁棒をリフトする 

弁体が蒸気圧力（原子炉圧力）によって持ち上げられる 

（自動減圧機能） （逃がし弁機能） 
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 補足 87-参考 3-1 

 
SRV の耐環境性能向上に向けた取り組み(電磁弁における信頼性向上) 

 
 

SRV 補助作動装置を構成する電磁弁のシール部については，熱によって損傷する恐れがあるこ

とから，より高温蒸気環境下におけるシール性能を向上させることを目的として，電磁弁の作動

性能に影響を与えないシール部を，従来のフッ素ゴムより高温耐性が優れた改良 EPDM 材に変

更し，高温蒸気環境下における健全性を確認する試験を一部実施している。 
試験結果を踏まえ，SRV の機能を向上させるための更なる安全対策として，改良 EPDM 材を

採用した電磁弁に交換することを検討している。 
電磁弁における改良 EPDM 材の採用箇所を参考図１に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考図１ 改良 EPDM 材を採用した電磁弁概要図 

【参考資料 3】 
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